
■実績報告書 様 式 Ｃ－５６－２〔作成上の注意〕（電子申請システム対応用） 

代表者が、補助事業完了後に科研費電子申請システム（以下「電子申請システム」という。）にアクセスして、

「実績報告書（様式Ｃ－５６－２）」を作成し、補助事業完了後６１日以内に送信・提出すること。 

電子申請システムにおける入力に当たっては、文字化けの発生や別の文字として認識される場合があるため、

JIS 第１水準及び第２水準以外の文字コードや特殊フォントは使用しないこと。 

提出に当たっては、「費用計算書（様式Ｃ－５３－１）（様式Ｃ－５３－２）（様式Ｃ－５３－３）」、「出荷

先一覧表（様式Ｃ－６２）」のうち該当する様式とともに提出・送信すること。 

実績報告書に含まれる個人情報は、科学研究費助成事業の交付等業務のために利用（データの電算処理及び管理

を外部の民間業者に委託して行わせるための個人情報の提供を含む。）する。 

 

【注意事項】 

・電子申請システムの入力に当たっては、「電子申請システム研究者向け操作手引（科学研究費補助金） 

（研究成果公開促進費）」https://www-shinsei.jsps.go.jp/kaken/seika/index.htmlを参照すること。 

 

【研究成果公開促進費メニューイメージ】 

＜課題状況一覧＞課題状況の確認ボタンを押下し、作成を行う。 

 



学術図書　（【画面イメージ】）
課題管理画面

(1)課題管理画面基本情報

交付申請時の情報が自動表示されるので、所属研究機関が変更になった場合は

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/13_seika/yoshiki_dl_r03.html#tosyo

上記ＵＲＬより「 代表者所属機関等変更届 （様式Ｃ－５９－１）」をダウンロードし、必要事項を記入の上、上記ダウンロードペー

ジ右枠の「提出方法」に記載の方法により、異動後の研究機関を通じて日本学術振興会に提出すること。

受領後日本学術振興会において、変更の手続きを行うので、最新の情報に反映されていることを確認した上で、電子申請システ

ム上で実績報告書の作成を行うこと。

(2)実績報告書の入力ボタンを押下



実績報告情報の入力（学術図書）

※発行年月日として実績を入力してください。

(3)刊行物の名称、著者・著作権者の全員の氏名、著者・著作権者計、編者全員の氏名、編者計

・交付申請時の情報が自動表示されるので、変更があった場合は、

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/13_seika/yoshiki_dl_r03.html#tosyo

上記ＵＲＬより「事業計画変更承認申請書（様式Ｃ－５４－２）」をダウンロードし、必要事項を記入の上、上記ダウンロードペー

ジ右枠の「提出方法」に記載の方法により、日本学術振興会に提出すること。

受領後日本学術振興会において手続きを行い、承認された場合は変更後の内容が反映されるので、最新の情報に反映され

たことを確認した上で、電子申請システム上で実績報告書の作成を行うこと。

(4)実施内容

・補助事業年度の実施内容が自動表示される。

(5)交付決定額

・交付決定額が自動表示される。

(6)刊行経費等

・交付申請時の情報が自動表示されるので、出版社より徴収した「費用計算書（様式Ｃ－５３－１またはＣ－５３－２）」に基づ

き、更新すること。

発行部数計、定価、卸売価格のいずれかに変更があった場合、

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/13_seika/yoshiki_dl_r03.html#tosyo

上記ＵＲＬより「事業計画変更承認申請書（様式Ｃ－５４－２）」をダウンロードし、必要事項を記入の上、上記ダウンロードペー

ジ右枠の「提出方法」に記載の方法により、日本学術振興会に提出すること。

受領後日本学術振興会において手続きを行い、承認された場合は変更後の内容が反映されるので、最新の情報に反映され

ていることを確認した上で、電子申請システム上で実績報告書の作成を行うこと。

また、ページ数、直接出版費、発行年月日のいずれかにおいて、承認を得ずに変更できる範囲を超えて変更する場合（※補

助条件「学術図書」3-2）は、上記「事業計画変更承認申請書（様式Ｃ－５４－２）」を日本学術振興会に提出し、承認を得た上

で、実績報告書の作成を行うこと。

※発行予定年月日と表記された箇所は、発行年月日として入力してください。（実績を入力）



実績報告書確認画面（学術図書）

(7）翻訳・校閲経費等、翻訳者・校閲者

・交付申請時の情報が自動表示されるので、翻訳者、校閲者より徴収した「費用計算書（様式Ｃ－５３－３）」に基づき、

入力すること。翻訳経費、校閲経費、翻訳後の原稿枚数、校閲原稿枚数のいずれかにおいて、承認を得ずに変更でき

る範囲を超えて変更する場合（補助条件「学術図書」3-2）は、前ページ記載の「事業計画変更承認申請書（様式Ｃ－５

４－２）」を日本学術振興会に提出し、承認を得た上で、実績報告書の作成を行うこと。

※翻訳後の原稿予定枚数と表記された箇所は、翻訳後の原稿枚数として入力してください。（実績を入力）

※校閲原稿予定枚数と表記された箇所は、校閲原稿枚数として入力してください。（実績を入力）

(8)別紙ファイル登録

・事業内容ごとに、必要な様式が異なるので、該当の様式をＰＤＦファイルにして登録を行うこと。

ＰＤＦファイルは１つのファイルのみ登録可能なため、予め１つのファイルにしておくこと。

①刊行のみ（紙媒体を含む）の場合

「費用計算書（様式Ｃ－５３－１）」及び「出荷先一覧表（様式Ｃ－６２）」

②刊行のみ（電子媒体のみ）の場合

「費用計算書（様式Ｃ－５３－２）」

③翻訳・校閲の上、刊行（紙媒体を含む）の場合

「費用計算書（様式Ｃ－５３－１）」及び「費用計算書（様式Ｃ－５３－３）」、「出荷先一覧表（様式Ｃ－６２）」

④翻訳・校閲の上、刊行（電子媒体のみ）の場合

「費用計算書（様式Ｃ－５３－２）」及び「費用計算書（様式Ｃ－５３－３」

⑤翻訳･校閲のみの場合

「費用計算書（様式Ｃ－５３－３）」

※出荷先一覧表（様式Ｃ－６２）添付書類について

以下の書類を出荷先一覧表（様式Ｃ－６２）とあわせ１つのPDFファイルとしておくこと。

・一覧表に記載した全ての出荷先等ごとの出荷伝票等の写し

・献本分については納品書等の証拠となる書類の写し

・在庫分については、当該刊行物の入出庫表等、在庫部数を証明できる書類の写し

・ 証拠書類が添付できない出荷先がある場合や、 証拠書類の一部が実績報告書提出時までに間に合わない場合

の理由書等（任意様式）

・ 在庫数が過剰な場合等の理由書（任意様式）

※注意事項 （特に外国の出版社から出版した場合）

刊行物に発行年月日が記載されていない場合は、出版社から「発行証明書（発行年月日が確認できるもの）」等を徴し

た上で、費用計算書とあわせてPDFファイルとし、提出すること。

※予定枚数と記載された箇所については、実績を入力してください。
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